様式第４号（第６条関係）

　　年　　月　　日

　雫石町長　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称及び代表者名　　　　　　　　　

雫石町アウトドア観光促進事業費補助金に係る納税対応状況申出書

　　　年度雫石町アウトドア観光促進事業費補助金の交付申請に当たり、消費税法に基づく納税対応について下記のとおり申し出します。

記

	納税対応（予定）
	補助事業に
係る経費
	該当事項

	1　免税事業者
	消費税込み
	

	2　課税事業者
	―
	―

	
	（１）一般課税業者
	ア　消費税法別表第三に掲げる法人又は同法第２条第７項に規定する人格のない社団等で特定収入が５％超の場合
	消費税込み
	

	
	
	イ　上記ア以外の場合
	消費税抜き
	

	
	（２）簡易課税業者
	消費税込み
	


備考　該当事項欄に〇を記載すること.


（注）その課税期間の基準期間（個人事業主は前々年、法人は前々事業年度）における課税売上高が1,000万円以下の事業者は、その課税期間における納税義務が免除されます。
　ただし、特定期間（個人事業主は前年の1月1日から6月30日までの期間、法人は原則として、その事業年度の前事業年度開始の日以後の6か月の期間）における課税売上高が1,000万円を超えるなど一定の事由に該当する場合や適格請求書発行事業者は納税義務が免除されません。
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